
「賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等」の一部改正について

平 成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日

国土交通省土地・建設産業局

不 動 産 業 課

「民法等の一部を改正する法律」（平成２３年法律第６１号）が公布されたことに伴い「賃貸住

宅管理業者登録規程の一部を改正する告示」（平成２４年国土交通省告示第２６３号）を平成

２４年３月１５日に公布し、平成２４年４月１日より施行する。

これに伴い、「賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等」（平成２３年１０月２５日国土

動指第４８号）を別添のように改正し、平成２４年４月１日から施行する。
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【別 添】

○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行

１．登録の申請関係（規程第４条関係） １．登録の申請関係（規程第４条関係）

（１）登録の申請に要する書類 （１）登録の申請に要する書類

規程第４条第１項及び第３項の規定に基づき次の書類を提出するものとす 規程第４条第１項及び第３項の規定に基づき次の書類を提出するものとす

る。ただし、登録を実施するために必要と認めるときは、下記（２）の省略書類そ る。ただし、登録を実施するために必要と認めるときは、下記（２）の省略書類そ

の他の書類の提出を求めるものとする。 の他の書類の提出を求めるものとする。

①～④ （略） ①～④ （略）

⑤登記事項証明書（法人である場合においては、その法人の登記事項証明 ⑤登記事項証明書（法人のみ）

書。個人である場合（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない

未成年者であって、その法定代理人が法人である場合に限る。）において

は、その法定代理人の登記事項証明書。）

⑥ （略） ⑥ （略）

⑦直前の事業年度の業務の状況に関する書面【別記様式第三号】 ⑦直前１年の事業年度の業務の状況に関する書面【別記様式第三号】

⑧法人である場合においては、直前の事業年度の貸借対照表及び損益計 ⑧法人である場合においては、直前１年の事業年度の貸借対照表及び損

算書 益計算書

⑨個人である場合においては、直前の財産の状況に関する書面【別記様式 ⑨個人である場合においては、直前１年の事業年度の財産の状況に関する

第四号】 書面【別記様式第四号】

⑩ （略） ⑩ （略）

（２）～（３） （略） （２）～（３） （略）

４．変更の届出関係（規程第９条関係） ４．変更の届出関係（規程第９条関係）

（１）添付書類 （１）添付書類

規程第９条第１項に基づく変更の届出に当たって、その変更が、商号又は 規程第９条第１項に基づく変更の届出に当たって、その変更が、商号又は

名称、法人の役員（個人である場合はその者）、事務所に関するものであるとき 名称、法人の役員（個人である場合はその者）、事務所に関するものであるとき

は、その届出に係る者又は事務所に関する規程第４条第３項第１号から第８号 は、その届出に係る者又は事務所に関する規程第４条第３項第１号から第７号

までに掲げる書類を添付するものとする。ただし、登録の変更に必要と認めると までに掲げる書類を添付するものとする。ただし、登録の変更に必要と認めると

きは、その他の書類の提出を求めるものとする。 きは、その他の書類の提出を求めるものとする。

（２） （略） （２） （略）
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行

 年 月 日

印

（ 印 ）

　　　　　　　　　　　　殿

商 号 又 は 名 称

氏 名

法 定 代 理 人 氏 名

　　北海道開発局長

（Ａ４）

誓　　約　　書

別記様式第一号

　申請者、申請者の役員及び法定代理人は、規程第６条第１項各号に該当しない
者であることを誓約します。

　　　地方整備局長

 年 月 日

印

印

　　　　　　　　　　　　殿

商 号 又 は 名 称

氏 名

法 定 代 理 人

商 号 又 は 名 称

氏 名

　　北海道開発局長

（Ａ４）

誓　　約　　書

別記様式第一号

　申請者、申請者の役員、法定代理人及び法定代理人の役員は、規程第６条第１
項各号に該当しない者であることを誓約します。

　　　地方整備局長
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行

受 託 契 約 件 数 原　契 約 件 数

受　託　棟　数 原　契　約　棟　数

受　託　戸　数 原　契　約　戸　数

備　　　考

（Ａ４）

別記様式第三号

直前の事業年度の業務の状況に関する書面

期間　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日までの１年間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告基準日　　年　　月　　日

管　理　受　託　の　管　理　実　績 転　貸　借　の　管　理　実　績

受 託 契 約 件 数 原　契 約 件 数

受　託　棟　数 原　契　約　棟　数

受　託　戸　数 原　契　約　戸　数

備　　　考

（Ａ４）

別記様式第三号

直前の事業年度の業務の状況に関する書面

期間　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで　（注１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告基準日　　年　　月　　日　（注２）

（注１）：期間について、法人については、各申請者における直近の終了した事業年度を記入すること。

　　　　　また、個人については、直近の終了した暦年（１月１日～１２月３１日）を記入すること。

（注２）：報告基準日について、法人については、直近の終了した事業年度中の日を設定、個人については、

　　　　　直近の終了した暦年中の日を設定し記入すること。

　　　　　なお、管理受託及び転貸借の管理実績については、報告基準日において有効な契約に基づく件数等を

　　　　　記入すること。

管　理　受　託　の　管　理　実　績 転　貸　借　の　管　理　実　績
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○ 賃貸住宅管理業者登録規程に係る登録申請等について（平成23年10月25日国土動指第48号） （抄） （下線部分が改正部分）

改 正 後 現 行

　　　　年　　月　　日現在

価　　　　　格 摘　　　　　要

現 金 預 金

有 価 証 券

未 収 入 金

土 地

建 物

備 品

権 利

そ の 他

計

負　　　債

借 入 金

未 払 金

預 り 金

前 受 金

そ の 他

計

備　考

（Ａ４）

別記様式第四号

直前の事業年度の財産の状況に関する書面

資　　　産

資　　　　　産

１．この書面は、個人の業者のみが記入すること。

２．「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。

　　　　年　　月　　日現在

価　　　　　格 摘　　　　　要

現 金 預 金

有 価 証 券

未 収 入 金

土 地

建 物

備 品

権 利

そ の 他

計

負　　　債

借 入 金

未 払 金

預 り 金

前 受 金

そ の 他

計

備　考

２．年月日は、申請日前３ヶ月以内の日付であること。

３．「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。

（Ａ４）

別記様式第四号

直前の財産の状況に関する書面

資　　　産

資　　　　　産

１．この書面は、個人の業者のみが記入すること。


